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南富良野町地域総合戦略 
 
１．南富良野町第５次総合計画との関係 
  南富良野町では、平成２５年３月に本町の行政活動の基本となる最上位計画として「南富良

野町第５次総合計画」を策定いたしました。総合計画の期間は２０１３年度（平成２５年度）

から２０２２年度（令和４年度）までの１０年間であり、総合計画に基づき行政活動を取り進

めているところであります。 
  南富良野町第５次総合計画では、まちの将来像として「共に創る 笑顔で 生き活き みな

みふらの ～太陽と森と湖のまち～」を掲げ、５つの基本目標を定めています。 
  「南富良野町地域総合戦略」では、第５次総合計画の将来像及び基本目標を踏まえたうえで、

更に地方創生・人口減少克服という構造的問題の解決に向けて、町や企業、住民等が進めてい

くべく取組内容を具体的に掲げるものであります。 
  「南富良野町人口ビジョン」の分析の中では、2060 年（平成 72 年）までに、国の人口推計

を維持していくためには「雇用」が全ての基礎であり、安定した収入の確保と安心して子育て

のできる環境の充実が出生率の向上を実現し、雇用が転入の増加、転出の減少につながるもの

と考えます。 
  南富良野町では、人口維持に必要な安定した雇用及び安定した生活の実現、安心して子ども

を産み、育てる環境を実現するため、南富良野町第５次総合計画の基本目標のうち、「次代へつ

なぐ活力ある産業のまちづくり」、「幸せに暮らせる健康と福祉のまちづくり」、「安全・安心・

快適なまちづくり」について、重点的な施策を行うことで本町における人口減少の課題解決を

図ることを目指します。 
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南富良野町第５次総合改革と南富良野町地域総合戦略の関係 
 

 
                        
                        
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

  
 

次代へつなぐ活力ある産業のまちづくり 
 
  

 
幸せに暮らせる健康と福祉のまちづくり 

 
  

 
安全・安心・快適なまちづくり 

 
  

 
学ぶ力・健やかな体・豊かな心を育むまちづくり 

 
  

 
共に創造するまちづくり 

 
  

南富良野町第５次総合計画 

その他の計画 

南富良野町地域総合戦略 

共に創る 笑顔で 生き活き みなみふらの 
～太陽と森と湖のまち～ 
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２．戦略方針 
 南富良野町地域総合戦略では、以下の戦略方針に基づき人口減少の課題解決を図ります。 
次代へつなぐ活力ある産業のまちづくり (1)持続可能な農業経営の推進 

(2)多面的機能を活かした林業経営の推進 
(3)小さな拠点づくりを目指した商工業の推進 
(4)自然環境を生かした観光産業の推進 
(5)雇用者支援の推進 
(6)地域間交流・地域間連携に向けた取組みの推進 

幸せに暮らせる健康と福祉のまちづくり (7)子育て支援の推進 
安全・安心・快適なまちづくり (8)移住・定住に向けた取組みの推進 

 
(1)持続可能な農業経営の推進 
  本町の農業は、地域ごとに農業形態が異なり、地域の特色に応じた農業経営を展開し、本町

の基幹産業として大きな役割を担っています。しかし、農業経営者の高齢化、農業後継者及び

担い手農家の減少や労働力不足などから地域農業の課題はこれまで以上に大きな問題となって

きています。「TPP１１」、「日 EU・EPA」「日米貿易協定」が発効されるなど、農産物の国際間

競争力がますます激しくなり、時代の変化に柔軟に対応できる、足腰の強い農業に向けた取り

組みを進め、安定的で持続可能な農業の推進を目指します。 
 
(2)多面的機能を活かした林業経営の推進 
  本町は、森林面積が 59,031ha と総面積の約９割を占め、広大な森林面積を有し、町有林及び

民有林では 9,228ha となっています。 
  森林・林業を取り巻く状況は、森林育成期間が長期に渡り経済的価値が見出せず、林業に将

来展望が開けないため、森林経営者の意欲低下や森林所有者の不在村化、相続による世代交代

が行われないなどの状況にあります。更には、森林整備放棄地や主伐後の造林未済地が見受け

られ、併せて山間地域の経済を支えている事業量の減少により、地域経済の停滞といった全国

で見られる共通の課題を抱えています。 
  森林所有者の経営意欲が低下している森林の整備に向け、森林経営管理制度に基づき、所有

者に適切な管理を求め、地域林政アドバイザー制度を活用し、森林の整備等の推進を図ります。 
 
(3)小さな拠点づくりを目指した商工業の推進 
  地域の商業は、経営者の高齢化や後継者不足による廃業や店舗の縮小などが進んでいる状況

にあります。更には、人口減少問題や交通手段の充実などにより町外の大型店舗に購買力が流

出するなど厳しい状況にあります。 
  しかし、高齢化に伴い、町外への移動手段が確保できない住民も今後増えることが予想され、

地域生活の維持、確保が求められます。 
  地域商店機能の維持については、集客と購買力の向上が必要となることから、地元商店及び

南富良野町商工会と連携を図り、地域機能の維持、確保を目指します。 
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(4)自然環境、地理的条件を生かした観光産業の推進 
  本町では、「空知川」、「かなやま湖」等で、ラフティング、カヌー、キャンプ、犬ぞりなど四

季に応じ、自然環境を活かした体験観光が行われ、年間約 34 千人の観光客が訪れています。 
  自然豊かなフィールドを有し、多くのアウトドアガイドが居住している強みを活かし、様々

な体験プログラムを創出する中で、アドベンチャーツーリズムやサイクルツーリズムの推進を

観光協会や町内事業者と連携を図り観光産業の推進を図ります。 
  また、重点道の駅の指定を受けた「道の駅」の再編整備について、観光の目的地化を図り、

アウトドア観光の拠点施設としての整備について、町内業者及び南富良野町商工会と連携を図

り整備を目指します。 
  また、本町においては、富良野、トマム、サホロリゾート地に囲まれた環境にあり、夏、冬を

問わず観光客が来ている環境下にあります。各リゾート地と本町の持てる機能との連携を図り、

更なる観光客の誘致を目指すとともに、観光産業の取組みを発展させ、観光地経営の基盤を整

備するため、日本版ＤＭＯの導入を推進します。 
 
 (5)雇用者支援の推進 
  人口減少、地域経済の低迷などから企業数及び雇用者数の減少が続いています。 
  住民が安心して生活するためには、生活の基盤となる雇用が重要であり、地域の雇用が定住

の促進、地域産業の振興と地域の活性化につながるものと考えています。特に、介護福祉分野

における介護職員の人材は不足している状況であり、事業所、社会福祉協議会、関係機関との

連携を図り、職員の確保に努めるとともに、町内における起業支援に向けた取り組みを継続し

て行い、雇用機会の拡大と起業支援を行う中で定住の促進を目指します。 
 
(6)地域間交流・地域間連携に向けた取組みの推進 
  北海道、富良野沿線、友好のまちなどと広域連携を図り、本町の自然・風土などの地域資源

を活かし、交流人口の増加、新たな産業の創出、雇用及び定住の促進など、地域の活性化に向

けた取組みを目指します。 
 
(7)子育て支援の推進 
  次代を担う子どもは町の財産であり、子どもの減少は町の存続に大きく影響するものと考え

ます。妊娠から出産、子育てのワンストップ相談窓口を設置し、個々のケースにおける相談対

応を行い、切れ目のない支援の提供など、子どもが健やかに成長し続け、安定した生活環境を

確保し、女性が安心して子どもを産み育てられる環境づくりを目指します。 
 
(8)移住・定住に向けた取組みの推進 
  本町では、核家族化も進み、社会福祉施設職員、製造業関係職員などの単身者が増えている

状況にあります。住宅政策の総合的な支援制度として、住宅等建設促進事業により、個人住宅

から民間賃貸共同住宅の建設や中古住宅の購入支援、住宅リフォーム助成など住宅の長寿命化

への支援など、町の住宅政策と民間活力により住宅政策を進めてきたところであります。 
  個人の所有する空き家住宅の活用、危険廃屋等の解体を行うなかで土地の有効活用を図る必
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要があり、移住、定住に向けた情報提供やワンストップ相談窓口を設置するなど、移住、定住

に向けた取組みを目指します。 
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３．施策の方向性と事業及び指標 
 ■次代へつなぐ活力ある産業のまちづくり 
   次代へつなぐ持続可能な地域産業づくりに向け、農林業、商工鉱業、観光、福祉などの振

興に努めるとともに、地域資源を活用した再生可能エネルギーの活用の促進に努めます。 
   また、本町の特性を生かした新たな体験観光及び観光資源の創出に努めます。 
 
 ■基本数値目標 令和２年度から令和６年度までの新規雇用者数（正規職員） ３０人 
 ■基本数値目標 令和２年度から令和６年度までの新規就農者数        ５人 
 
 (1)持続可能な農業経営の推進 
  ①農業後継者の育成・確保及び新規就農者の育成・支援 
    本町の農家戸数は、ここ数年大きく変化はしておりませんが、農業経営者の高齢化と後

継者不足など、今後の農家戸数は緩やかに減少の方向へ向かうことが想定されます。 
    本町の基幹産業である農業と生産性の高い農地の維持、確保を図るためには、農家戸数

の減少対策に早くから対応し、農業後継者の育成・確保や担い手確保に向けた取組みと併

せ農地の空洞化を避けるべく、農業の法人化やスマート農業についても検討を進める必要

があります。 
    また、新規就農希望者については、上川農業改良普及センター富良野支所、ふらの農業

協同組合、地域農業経営者及び町が連携し、営農計画の作成、就農研修から就農までの支

援を行うとともに、農業経営にあっては農地の取得、農業機械の導入など多くの資金を要

することから、就農時においても支援を行う取組みが必要であります。 
 
  ◆具体的な事業 
   ・農業後継者育成対策 
     南富良野町で農業を営む者の子弟等が、将来優れた農業経営者になることを志し、高

等学校、専修学校、短期大学又は大学へ進学するものに奨学金を支給し、優秀な農業後

継者を育成して農業の振興に資する取組みを行います。 
   ・新規就農者支援対策 
     本町において新規就農を目指す者に対し、新規就農者の受け入れ農家及び新規就農者

に対し、研修から就農まで一体的な支援を行うことにより、農業経営体の確保を図り、

農業の振興に資する取組みを行います。 
   ・農業の法人化に対する支援 
     高齢化、担い手不足により、今後も本町の農家戸数は減少することが予測されること

から、将来的には離農による農地の受け皿とすべく農業生産法人等の検討、設立に対す

る支援を行います。 
 
  ◆令和６年度までの重要業績指標（KPI） 
    経営耕地面積の活用率  １００％（令和２年度対比） 
     令和２年度経営耕地面積 ２，４４２．７０ha  
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 (2)多面的機能を活かした林業経営の推進 
  ①再生可能エネルギー（木質チップボイラー）の推進 
    森林資源の有効活用を図るため、地域の再生可能エネルギーの活用促進が図られている

状況であり、本町も木質バイオマスの熱エネルギー資源の活用を図っているところであり

ます。また、再生可能エネルギーの発電施設の整備が拡大されているなか、山土場で活用

されないまま放置されてきた、林地未利用材の有効活用を図るための事業展開を推進しま

す。 
    本町は、周囲を山に囲まれ、町の面積の約９割が森林地帯であり、林地未利用材の有効

活用を考えると、木質バイオマスを活用した地域熱エネルギーの地産地消経済の場として

立地条件に恵まれた環境にあり、再生可能エネルギーとして木質チップボイラーの発電施

設の整備により、発電原料として木質チップの需要も高まっている状況にあります。 
    このことから、公共施設及び企業への木質チップボイラーの導入、促進を図り、木質チ

ップ原料工場の整備や民間企業の需要に応じ、林地未利用材の有効活用と需要量に見合っ

た安定的な原料の確保を図り、再生可能エネルギーの活用、促進と併せ、安定的な雇用の

確保を図ります。 
 
  ②森林作業者（林業技術者）の育成、確保の推進 
    本町は、森林作業者の高齢化と後継者不足が深刻な問題となっています。地域の林業を

継続的に支える地域に根差した森林作業者の育成、確保が必要であります。 
    本年度より開設した北海道立北の森づくり専門学校と連携し、生徒に対し実習地の提供

と専門性の高い人材の確保を図ります。 
    本町においては、森林作業者の確保として 1)安全の確保 2)安定的な事業の確保 3)所得等

待遇の改善 4)誇りとやりがいを高めるという点に主眼を置き、森林作業者の育成、確保を

図っています。 
    本町としては、南富良野町森林組合と連携を図り安定的な事業量の確保を図るとともに、

企業と連携し森林作業者の育成、確保を図ります。 
 
  ◆具体的な事業 
  ・再生可能エネルギーの導入、促進 
    地域エネルギーの地産地消の推進として、木質チップボイラーの利用促進や木質チップ

による電力供給を行う民間企業と連携を図り、木質チップの供給量の拡大を図り、木質チ

ップの製造施設における従業員の安定雇用を確保します。 
  ・林業担い手新規定着通年雇用支援 
    新規に林業の担い手として参入する者を通年雇用する事業者に対し、必要な支援を行い

担い手の確保を図ります。 
  ・担い手の育成・確保事業 
    林業技術者の育成、確保が急務となっていることから、北海道立北の森づくり専門学校

と連携し、計画から現場まで対応できる林業技術者の人材の確保を図ります。 
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  ◆令和６年度までの重要業績指標（KPI） 
    木 質 チ ッ プ 原 料 供 給 量 令和元年度 30,037 ㎥  令和６年度 40,000 ㎥ 
    木質チップ原料工場従業者数 令和元年度   ３人  令和６年度   ４人 
    新 規 森 林 作 業 者 令和元年度  １２人  令和６年度  １５人 
 
 
 (3)小さな拠点づくりを目指した商工業の推進 
  ①道の駅の再編整備 
    本町は、富良野、サホロ、トマムの三つのリゾート地域の中央に位置し、町内の自然豊

かなアウトドアフィールドを生かした観光振興に向け、アウトドアメーカーモンベル社と

自然を生かした体験観光の推進を目的とした「包括連携協定」を締結し、更には、国の重

点「道の駅」の認定を受けたところであります。 
    道の駅を核とし、人を呼び込み、アウトドア観光の拠点施設として体験観光のワンスト

ップ窓口の設置やアウトドア用品店等の整備を進め、目的地型の道の駅となるよう整備を

図ります。 
    また、積水ハウスとマリオットインターナショナルが「Trip Base 道の駅プロジェクト」

として道の駅に隣接する用地に、宿泊に特化したホテルを経営することから、民間企業と

の連携による観光振興を進めます。 
 
  ◆具体的な事業 
  ・道の駅再編整備計画 
    道の駅周辺においてアウトドア観光交流拠点施設の整備を図り、アウトドアの観光の推

進と雇用の場の確保を図るため、既存商店及び南富良野町商工会と連携を図り、道の駅の

改修や周辺施設整備などの再編整備を進めます。 
    また、本町の道の駅は、上川と十勝の出入口である国道３８号を有し、狩勝峠の麓に位

置することから、災害時における防災道の駅としての整備も併せて進めます。 
      
  ◆令和６年度までの重要業績指標（KPI） 
    道の駅利用者の拡大  令和元年度 ２７６千人  令和６年度 ４００千人 
    新 規 雇 用 者 数               令和６年度   １３名 
      
 
 (4)自然環境を活かした観光産業の推進 
  ①自然環境を活かした体験観光の充実 
    本町の観光資源は、自然環境を活かした体験観光による集客が大きな特徴です。 
    夏期間は、空知川、かなやま湖を中心に体験観光が行われていますが、冬期間における

集客に課題があり、年間を通じて集客できるプログラム開発が重要になってきます。 
    本町の素晴らしい地域資源を活用した体験型観光の創出を図り、アウトドア関係事業者

と商業者の連携によりアドベンチャーツーリズムの推進し、観光主客数の向上を図るとと
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もに、商業、観光事業者の消費拡大や雇用の確保に努めます。 
 
  ◆具体的な事業 
  ・体験観光プログラムの企画事業 
    アウトドア関係業者と連携し、町内のフィールドを活用した通年行える体験観光プログ

ラム等の企画やカーリング場の整備など観光施設の充実を推進し、観光産業の振興と雇用

の確保及び定住の促進を図ります。 
  ・アドベンチャーツーリズムの推進 
    アウトドア事業者などの観光事業者と商業者及び町が連携し、魅力ある体験型観光の推

進を図ります。 
  ・日本版ＤＭＯの導入・推進 
    町、観光協会及び事業者が一体となり、更には、他の市町村と一体となり、観光地経営

の視点に立った観光地域づくりが重要であることから、日本版ＤＭＯの導入、推進を図り

ます。 
      
  ◆令和６年度までの重要業績指標（KPI） 

     

観光入込客数 令和元年度 408,900 人 令和６年度 525,900 人 
延べ宿泊客数 令和元年度 31,200 人 令和６年度 61,200 人 
外国人宿泊客数 令和元年度 3,305 人 令和６年度 15,305 人 

 
 
 (5)雇用者支援の推進 
  ①雇用者支援の推進 
    本町は、零細事業者が多く、人口減少に伴う購買力の低下やインターネットなどによる

通販宅配などから経営環境が大きく変化し、経営者の高齢化、後継者不足などから、町内

における企業数及び雇用者数は減少し、厳しい状況にあります。 
    日本では、緩やかな経済の回復がみられるものの、自然災害や新型コロナウイルス感染

症が拡大している状況から今後の先行きも見通せない厳しい状況が続いています。 
    また、社会福祉施設における介護福祉分野における人材不足は依然として大きな課題と

なっています。町内社会福祉法人、社会福祉協議会、町の三者連携による介護職員の人材

確保に併せ、東川町に設立された外国人介護福祉人材育成支援協議会とも連携を図り、外

国人介護士の獲得についても積極的に取り進めます。 
    定住者の確保においては、安定した生活基盤を確保できる雇用環境づくりが必要であり

ます。地域産業の振興と地域の活性化を図るため、企業における雇用についても商工会と

連携を図り取組みます。 
 
  ◆具体的な事業 
  ・介護職員の確保 



10 

    社会福祉施設における介護職員の人材不足は、施設の運営に大きな影響を与え、施設入

所希望者の入所も困難になることから、外国人介護福祉人材の確保を図るため、外国人介

護福祉人材育成支援協議会とも連携を図り、介護職員の人材確保を図ります。 
 
  ◆令和６年度までの重要業績指標（KPI） 
    社会福祉施設職員（介護士）の新規職員数（令和元年度末の介護士の職員数を基準とし

て）  
      令和６年度 １０人（令和２年度から令和６年度までの累計） 
 
 
 (6)地域間交流・地域間連携に向けた取組みの推進 
  ①地域間交流・地域間連携の推進 
    本町は、はまなす国体を契機に沖縄県本部町と「盟約調印」を行い友好の町として、小

中学生による地域間交流を進めてきました。 
    本部町との人的交流のみならず、平成２９年度より産業分野における交流として両町の

特産品の交流販売を行ってきたところであり、今後は、観光等の分野においても連携を強

化する取組みが必要となっています。 
    また、政策等の連携により、広域的な取組みのなかで、新たな人の流れを作り、観光に

よる交流人口や関係人口の拡大に取組み、地域外の人材による地域づくりについての検討

を進めます。 
 
  ◆具体的な事業 
  ・地域間交流・地域間連携事業 
    本町の自然環境を活かし、新たな人の流れをつくるため、北海道、富良野沿線、友好の

まちなど関係する自治体等との連携を図り、交流人口の増加並びに地域産業の活性化及び

地域産業の創出に向けた協議を行います。 
 
  ◆令和６年度までの重要業績指標（KPI） 
    令和元年度を基準に、連携する新たな事業の創出  ２件 
     
 ■幸せに暮らせる健康と福祉のまちづくり 
   女性が安心して子ども生み、育てる環境づくりと子育て世代における負担軽減を図り、仕

事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現に努めます。 
   また、住民の健康増進及びレクリエーション活動の推進に努め、スポーツ振興施設の充実

や世代間交流の場の整備を行います。 
 
 ■基本数値目標 合計特殊出生率 １．８以上 
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 (7)子育て支援の推進 
  ①子育て支援の推進 
    結婚後、安定した生活基盤を確保する環境づくりを進め、出産、子育てまで切れ目のな

い支援を行うことにより、子育てを行う家庭の負担軽減を図ります。 
 
  ◆具体的な事業 
  ・出産助成金の支給：すこやか出産支援金の支給 （第１子：５万円、第２子：１０万円 
                          第３子１５万円） 
  ・医療費の無料化：すこやか子ども医療費の助成 （対象者：最大２２歳まで） 
  ・予防接種の無料化：各種予防接種の無料化 
             ・ロタウイルスワクチン接種（生後 24 週までの乳児） 
             ・おたふくかぜ及び水痘ワクチン接種（満１歳～就学前） 
             ・インフルエンザワクチン接種（高校生以下の者） 
             ・ヒブ・小児用肺炎球菌ワクチン接種（生後 2 ケ月～5 歳未満） 
             ・子宮頸がんワクチン接種（中学１年生以降） 
  ・学校給食費の助成：保護者の所得税額及び町民税額に応じ、学校給食費を助成 
  ・妊婦健診公費助成：妊婦健康診査受信票に記載された項目全て 
  ・特定不妊治療費一部助成事業：治療費のうち、北海道からの助成額を控除した額 
                 1回の治療につき15万円まで、年間 3回を限度に通算 5年間 
 
  ◆令和６年度までの重要業績指標（KPI） 
    合計特殊出生率   令和６年度 １．８以上 
 
 ■安全・安心・快適なまちづくり 
   快適な住環境の整備を図るため新築住宅、中古住宅、リフォーム等において支援を図るほ

か、空き家住宅の利活用を促進し、移住及び定住者の確保に努める。 
   また、公営住宅の整備のほか、民間企業や個人が共同賃貸住宅を建設する場合には、町内

の住環境整備のため建設費の助成を行い、住宅の確保を図ります。 
 
 ■基本数値目標 移住相談件数   平成 27 年度～令和元年度 21 件 
                  令和２年度～令和６年度  30 件 
 
 
 (8)移住・定住に向けた取組みの推進 
  ①移住・定住の促進 
    住民が本町で生活する上では、住宅の確保及び住環境整備が必要となっています。本町

では、南富良野町公営住宅ストック総合活用計画に基づく公営住宅の管理と併せ、住宅等

建設促進事業による助成制度を活用し、住宅、賃貸住宅の整備を進めきました。 
    今後も官民の役割分担の中で住環境の整備を目指し、定住者の確保を図ります。 
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    更に、空き家等対策計画を策定し、空き家の有効活用を促すと共に移住希望者への住宅

の確保及びマッチングを推進いたします。 
 
  ◆具体的な事業 
  ・住宅等建設促進事業 
    マイホーム（新築、購入、中古、リフォーム、民間共同住宅）の建設に対し支援を行うこ

とにより、移住及び定住の促進を図ります。 
  ・空き家バンク登録事業 
    活用できる空き家の有効活用を図るため、空き家バンク登録の推進を行います。 
  ・空き家住宅改修事業 
    居住されていない空き家を町が若しくは所有者の改修費用を支援することにより、空き

家を再生し移住希望者等に速やかに居住できる環境づくりを目指します。 
 
  ◆令和６年度までの重要業績指標（KPI） 
    令和元年度を基準に、新築家屋の建設      ５件 
    令和元年度を基準に、制度活用による移住者     ３件 
    令和元年度以降の空き家バンクの活用数     ５件 
    令和元年度以降の空き家再生件数        ５件 


